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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年

12月31日

売上高（千円） 1,652,072 2,351,627 1,829,903 4,435,731 4,955,073

経常利益（千円） 157,948 263,726 84,315 520,827 435,817

中間（当期）純利益（千円） 86,652 133,066 40,399 289,910 235,037

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 540,875 540,875 540,875 540,875 540,875

発行済株式総数（株） 9,600 9,600 19,200 9,600 19,200

純資産額（千円） 1,800,463 2,096,477 2,183,225 2,004,266 2,192,951

総資産額（千円） 2,425,845 3,074,937 2,828,673 3,245,221 3,307,766

１株当たり純資産額（円） 187,548.30 218,383.03 113,709.68 208,777.72 114,216.25

１株当たり中間（当期）純利益

（円）
9,026.29 13,861.14 2,104.14 30,199.03 16,277.47

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 4,200 2,500

自己資本比率（％） 74.2 68.2 77.2 61.8 66.3

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
761,088 257,894 474,007 544,776 100,292

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
-84,806 -68,331 -52,735 -105,439 -87,688

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
-36,233 -39,458 -47,893 -36,494 -39,645

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円）
1,093,091 1,005,989 1,202,222 855,885 828,844

従業員数（人）

(ほか、平均臨時雇用者数)

113

(11)

145

(11)

148

(9)

132

(13)

144

(11)

　（注）１．当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標

等の推移については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため記載して

おりません。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　当社では、事業別には雑誌事業とインターネット事業、及び地域情報紙事業に分けられ、事業部門別の従業員数を

示すと次のとおりであります。

　 平成20年6月30日現在

事業部門別 従業員数（人）

雑誌事業 75(5)　

インターネット事業 　32(1)

地域情報紙事業 　34(3)

　管理部 7(0)　

合計 148(9)　

　（注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）労働組合の状況

　　　　労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当中間期（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）におけるわが国経済は、昨年度後半からの原油価格の高騰や、

サブプライムローン問題による影響などから景気に不透明感が増し、企業側の人件費や広告宣伝費を抑制する動きとと

もに個人消費が冷え込んでまいりました。

出版業界においては、雑誌における広告出稿は、メディアの多様化により決して楽観視できるものではありません。出版

物の販売高（雑誌、書籍等の販売マーケット）においても、少子化や若年層の活字離れが進んでおり、直近のトレンドと

しては右肩下がりの成長トレンドとなっております。また、このような傾向に拍車をかけるように、インターネットや携

帯電話等の普及により情報取得手段が多様化し、ユーザーは溢れる情報の中から自分の嗜好性にあったものだけを厳選

して取得する傾向がより強くなってきているものと思われます。インターネットの業界ではユーザーの裾野は年々広

がってきており、ＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）やブログあるいは携帯電話等のモバイル端末によるウェ

ブ環境も普及し、メディアの多様化が、より顕著に進んでおります。

　このような環境のなかで、当社は女性向け情報誌「オズマガジン」と女性向けウェブサイト「オズモール」を中心と

した「オズ」ブランドや、東京メトロで無料配布するフリーマガジン「メトロミニッツ」を中心とした「メトロ」ブラ

ンドによるメディア展開を継続して行ってまいりました。また、地域情報紙のアエルデ事業においてはエリア拡大等に

より、確実に売上を伸ばしてまいりました。一方、景気減退感の中で各企業の広告出稿意欲が鈍り当社における雑誌広告

は前年同期を下回りました。また、ここ数年ヒット作品に恵まれ売上に大きな貢献をしていた書籍事業も当中間期にお

いてはヒット作品が誕生しませんでした。

この結果、当中間期における業績は、売上高18億29百万円（前年同期比22.2％減）、営業利益70百万円（同71.9％減）、経

常利益84百万円（同68.0％減）、中間純利益は40百万円（同69.6％減）となりました。

　□雑誌事業

  雑誌事業においては、有料情報誌（オズマガジンやその増刊等）、フリーマガジン（メトロミニッツ等）、書籍（ケ　　

  ータイ小説等）を中心に事業を展開してまいりました。女性向け情報誌オズマガジンやメトロミニッツなどは厳しい雑

誌業界のなかで広告収入は大きく苦戦しましたが、販売収入は比較的堅調に推移しました。また、５月には以前発行してい

たフリーマガジンを休刊し、新たに60歳代の団塊の世代というシニアの層に向けたフリーメディア「メトロエイジ」を創

刊しました。一方、直近数年にわたり「ケータイ小説」という分野でヒット作品を発行していた当社の書籍事業も市場が

熟成され、一過性の人気もやや落ち着いた事などから、当中間期においては大きなヒット作品は発生しませんでした。

　このような営業活動の結果、雑誌事業における売上高は10億90百万円（前年同期比34.1％減）となりました。

　□インターネット事業

　　インターネット事業においては、「オズモール」（80万人会員）内における企業からの広告の掲載や「オズモール」の

スタッフが厳選してお勧めする施設にウェブから予約できる「プレミアムプラン」のコンテンツ拡充に注力してまい

りました。「プレミアムプラン」においてはオズオリジナルの商品を施設側にご用意いただく事で特別感を演出し、

ユーザーからも好評価を得ており、サービスへのリピート率も非常に高くなっております。この中間期においてはコン

テンツに掲載される施設の拡充にも注力し、当中間期末では合計で690施設ほどになっており、確実に掲載施設数を増加

し、各施設から多くの在庫を供出していただく事で手数料収入を増やしております。一方拡大するユーザー数に伴いセ

キュリティ、販売強化のためにシステム増強を実施したり、新しいモバイルサイトへの取組みなどから先行投資も発生

いたしました。

　このような営業活動の結果、インターネット事業における売上高は4億47百万円（同5.7％増）となりました。

　□地域情報紙事業

地域情報紙事業においては、東京都東部及び千葉県西部を中心に発行しているクーポン付きのフリーペーパー「アエ

ルデ」（月１回発行）の広告営業を継続してまいりました。発行エリアも今期７月に新しい地域である錦糸町エリアが

加わり、合計で７エリア50万部の発行となりました。エリアの拡大に伴って、確実に事業売上も拡大しており、より広く

そして深く地元の地域住民に浸透しております。また、アエルデ以外にも企画印刷物やパンフレットなどの企画制作業

務の請負も従来どおり行ってまいりましたが、こちらの事業はやや減少いたしました。

このような営業活動の結果、地域情報紙事業における売上高は2億91百万円（同7.1％増）となりました。
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（2）キャッシュ・フロー

　　当中間期における現金及び現金同等物は、期首残高８億28百万円に対して３億73百万円増加し、中間期末残高は12億２

百万円となりました。当期における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間期における営業活動によるキャッシュ・フローは４億74百万円の収入（前年同期は２億57百万円の収入）とな

りました。これは主に、税引前中間純利益89百万円を計上し、８億42百万円という売上債権の大幅な減少が発生した一方

で、２億44百万円の仕入債務の減少や１億12百万円の返品調整引当金の減少が発生したためによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間期における投資活動によるキャッシュ・フローは52百万円の支出（前年同期は68百万円の支出）となりました。

これは主に固定資産の新規取得と保証金の差入れによる支出が発生した事によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間期における財務活動によるキャッシュ・フローは47百万円の支出（前年同期は39百万円の支出）となりました。

これは配当金の支払によるものです。

EDINET提出書類

スターツ出版株式会社(E00736)

半期報告書

 5/33



２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

雑誌事業（千円） 1,434,667 73.1

インターネット事業（千円） 447,651 105.7

地域情報紙事業（千円） 291,314 107.1

合計（千円） 2,173,634 81.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社は売上の大半を見込生産で行っているため、受注状況の記載を省略しております。

(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

雑誌事業（千円） 1,090,936 65.9

インターネット事業（千円） 447,651 105.7

地域情報紙事業（千円） 291,314 107.1

合計（千円） 1,829,903 77.8

　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　　　　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,800

計 20,800

　

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年9月24日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 19,200 19,200 ジャスダック証券取引所 －

計 19,200 19,200 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年1月1日～

平成20年6月30日　

　

－ 19,200 － 540,875 － 536,125
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年6月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

スターツコーポレーション株式会

社
東京都中央区日本橋3-3-9 9,328 48.6

スターツアメニティー株式会社 東京都江戸川区春江町4-5-9 4,480 23.3

株式会社ウィーブ 東京都江戸川区中葛西3-37-4 800 4.2

村石久二 千葉県市川市 520 2.7

スターツホーム株式会社
東京都江戸川区西葛西6-18-10

SKセントラルビル４階
400 2.1

スターツ商事株式会社 千葉県市川市行徳駅前2-12-9 400 2.1

スターツ出版従業員持株会 東京都中央区日本橋3-3-9 223 1.2

中台　恒次 千葉県船橋市 142 0.7

谷口　悌一 滋賀県彦根市 120 0.6

島田　優 東京都江戸川区 115 0.6

計 － 16,528 86.1

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,200 19,200 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 19,200 － －

総株主の議決権 － 19,200 －

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － －　 －　 －　 －　

計 － －　 －　 －　 －　
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２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 241,000 200,000 119,000 119,000 99,500 97,000

最低（円） 173,000 118,000 74,400 85,100 89,000 85,800

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません、
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）の中

間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（自平成20年１月

１日　至平成20年６月30日）の中間財務諸表について、監査法人日本橋事務所により中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  1,005,989   1,202,222   828,844   

２．売掛金  1,664,415   1,179,585   2,021,651   

３．たな卸資産  101,417   86,287   98,413   

４．その他  26,048   34,658   66,704   

５．返品債権特別勘定  -67,196   -53,164   -53,123   

６．貸倒引当金  -3,752   -10,006   -9,172   

流動資産合計   2,726,922 88.7  2,439,582 86.2  2,953,317 89.3

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１  89,885 2.9  90,140 3.2  84,034 2.5

２．無形固定資産   73,433 2.4  61,475 2.2  66,470 2.0

３．投資その他の資産           

(1).投資有価証券  89,073   74,721   79,805   

(2).差入保証金  49,824   87,425   49,824   

(3).繰延税金資産  15,698   45,227   44,213   

(4).その他  30,100   30,100   30,100   

投資その他の資産
合計

  184,696 6.0  237,473 8.4  203,943 6.2

固定資産合計   348,015 11.3  389,090 13.8  354,449 10.7

資産合計   3,074,937 100.0  2,828,673 100.0  3,307,766 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  563,936   341,948   586,924   

２．未払金  123,598   49,613   54,603   

３．未払法人税等  112,594   13,145   122,412   

４．賞与引当金  17,500   18,000   18,000   

５．返品調整引当金  88,014   81,397   193,958   

６．役員賞与引当金  －   －   3,000   

７．その他  46,826   60,607   57,401   

流動負債合計   952,470 31.0  564,711 20.0  1,036,301 31.3

Ⅱ　固定負債           

１．退職給付引当金  25,989   80,735   78,513   

固定負債合計   25,989 0.8  80,735 2.8  78,513 2.4

負債合計   978,460 31.8  645,447 22.8  1,114,814 33.7

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

　１．資本金   540,875 17.6  540,875 19.1  540,875 16.3

２．資本剰余金           

(1)資本準備金  536,125   536,125   536,125   

資本剰余金合計   536,125 17.4  536,125 19.0  536,125 16.2

３．利益剰余金           

（1）利益準備金  540   540   540   

（2）その他利益剰余金           

特別償却準備金  1,889   221   1,889   

　　繰越利益剰余金  1,009,605   1,105,642   1,111,575   

　　利益剰余金合計   1,012,034 32.9  1,106,404 39.1  1,114,005 33.7

株主資本合計   2,089,034 67.9  2,183,404 77.2  2,191,005 66.2

Ⅱ　評価・換算差額等           

 １．その他有価証券評価
差額金

  7,442   -178   1,946  

 　評価・換算差額等合計   7,442 0.2  -178 0.0  1,946 0.1

純資産合計   2,096,477 68.2  2,183,225 77.2  2,192,951 66.3

負債純資産合計   3,074,937 100.0  2,828,673 100.0  3,307,766 100.0

　           

EDINET提出書類

スターツ出版株式会社(E00736)

半期報告書

13/33



②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,351,627 100.0  1,829,903 100.0  4,955,073 100.0

Ⅱ　売上原価   1,550,183 65.9  1,337,206 73.1  3,327,269 67.1

売上総利益   801,444 34.1  492,697 26.9  1,627,804 32.9

返品調整引当金戻入   186,004 7.9  193,958 10.6  186,004 3.8

返品調整引当金繰入   88,014 3.7  81,397 4.4  193,958 3.9

差引売上総利益   899,434 38.2  605,258 33.1  1,619,850 32.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費   647,348 27.5  534,421 29.2  1,197,095 24.1

営業利益   252,085 10.7  70,836 3.9  422,754 8.5

Ⅳ　営業外収益 ※１  11,700 0.5  13,479 0.7  14,269 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２  59 0.0  － 0.0  1,206 0.0

経常利益   263,726 11.2  84,315 4.6  435,817 8.8

Ⅵ　特別利益 ※３  －   5,130 0.3  － －

Ⅶ　特別損失 ※４  1,884 0.1  － 0.0  1,884 0.0

税引前中間(当期)
純利益

  261,842 11.1  89,445 4.9  433,933 8.8

法人税、住民税及び
事業税

 109,872   14,967   245,861   

法人税等調整額  18,903 128,775 5.5 34,079 49,046 2.7 -46,965 198,895 4.0

中間（当期）純利
益

  133,066 5.7  40,399 2.2  235,037 4.7
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年1月1日　至平成19年6月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高

（千円）
540,875 536,125 536,125 540 3,818 914,928 919,287 1,996,287

中間会計期間中の変動額         

特別償却準備金の取崩     △1,929 1,929 － －

剰余金の配当      △40,320 △40,320 △40,320

中間純利益      133,066 133,066 133,066

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
        

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － △1,929 94,676 92,746 92,746

平成19年6月30日　残高

（千円）
540,875 536,125 536,125 540 1,889 1,009,605 1,012,034 2,089,034

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
7,978 7,978 2,004,266

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩   －

剰余金の配当   △40,320

中間純利益   133,066

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△535 △535 △535

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△535 △535 92,211

平成19年6月30日　残高

（千円）
7,442 7,442 2,096,477

当中間会計期間（自平成20年1月1日　至平成20年6月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成19年12月31日　残高

（千円）
540,875 536,125 536,125 540 1,889 1,111,575 1,114,005 2,191,005

中間会計期間中の変動額         

特別償却準備金の取崩     △1,667 1,667 － －

剰余金の配当      △48,000 △48,000 △48,000

中間純利益      40,399 40,399 40,399

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
        

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － △1,667 △5,933 △7,600 △7,600

平成20年6月30日　残高

（千円）
540,875 536,125 536,125 540 221 1,105,642 1,106,404 2,183,404
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年12月31日　残高

（千円）
1,946 1,946 2,192,951

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩   －

剰余金の配当   △48,000

中間純利益   40,399

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△2,125 △2,125 △2,125

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△2,125 △2,125 △9,726

平成20年6月30日　残高

（千円）
△178 △178 2,183,225

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年1月1日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高

（千円）
540,875 536,125 536,125 540 3,818 914,928 919,287 1,996,287

事業年度中の変動額         

特別償却準備金の取崩     △1,929 1,929 － －

剰余金の配当      △40,320 △40,320 △40,320

当期純利益      235,037 235,037 235,037

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
        

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － － △1,929 196,647 194,717 194,717

平成19年12月31日　残高

（千円）
540,875 536,125 536,125 540 1,889 1,111,575 1,114,005 2,191,005

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
7,978 7,978 2,004,266

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩   －

剰余金の配当   △40,320

当期純利益   235,037

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△6,031 △6,031 △6,031

事業年度中の変動額合計

（千円）
△6,031 △6,031 188,685

平成19年12月31日　残高

（千円）
1,946 1,946 2,192,951
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

    

税引前中間（当期）
純利益

 261,842 89,445 433,933

減価償却費  27,196 27,176 57,153

固定資産除却損  1,884 － 1,884

関係会社株式売却益  － -5,130 －

貸倒引当金の増加額  289 834 5,709

役員賞与引当金の増
減額　

 － -3,000 3,000

賞与引当金の増加額  500 － 1,000

退職給付引当金の増
加額

 1,329 2,221 53,853

返品債権特別勘定の
増加額

 16,504 40 2,431

返品調整引当金の増
減額

 -97,989 -112,561 7,954

受取利息及び受取配
当金

 -8,593 -10,654 -9,314

売上債権の増減額  326,149 842,066 -31,086

たな卸資産の増減額  -29,496 12,126 -26,492

その他の資産の増加
額

 -1,235 -1,587 -764

仕入債務の減少額  -24,797 -244,976 -1,808

未払金の減少額  -10,043 -11,620 -76,639

未払消費税の減少額  -29,385 -11,069 -23,550

その他の負債の増加
額

 6,795 14,274 14,553

小計  440,950 587,586 411,816

利息及び配当金の受
取額

 8,593 10,654 9,314

法人税等の支払額  -191,649 -124,233 -320,838

営業活動による
キャッシュ・フロー

 257,894 474,007 100,292
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前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

    

関係会社株式の売却
による収入

 － 6,630 －

出資金の払込みによ
る支出

 -30,000 － -30,000

有形固定資産の取得
による支出

 -37,611 -17,208 -53,868

無形固定資産の取得
による支出

 -667 -4,555 -3,767

保証金の差入れによ
る支出

 -52 -37,601 -52

投資活動による
キャッシュ・フロー

 -68,331 -52,735 -87,688

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

    

配当金の支払額  -39,458 -47,893 -39,645

財務活動による
キャッシュ・フロー

 -39,458 -47,893 -39,645

Ⅳ　現金及び現金同等物の
増減額

 150,103 373,378 -27,041

Ⅴ　現金及び現金同等物の
期首残高

 855,885 828,844 855,885

Ⅵ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

 1,005,989 1,202,222 828,844
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1)有価証券

１．関係会社株式

移動平均法による原価法

(1)有価証券

１．関係会社株式

同左

(1）有価証券

１．関係会社株式

同左

 ２.その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

２.その他有価証券

時価のあるもの

同左

２.その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格に基づ

く時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）　

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

　 同左

時価のないもの

　 同左

 (2)たな卸資産

製品

総平均法による原価法

(2)たな卸資産

製品

同左

(2)たな卸資産

製品

同左

 仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

定率法によっております。

(1)有形固定資産

同左

(1)有形固定資産

同左

 (2)無形固定資産

ソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっておりま

す。

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権等の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績繰

入率により、貸倒懸念債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しており

ます。

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

同左

 (3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。

(3)退職給付引当金

同左

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、会計

基準差異（6,582千円）につい

ては発生時において一括して費

用処理しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 (4)返品調整引当金

返品調整引当金は製品（書籍

等）の返品による損失に備える

ため、書籍等の出版事業に係る

売掛金残高に一定期間の返品率

及び売買利益率を乗じた額を計

上しております。

(4)返品調整引当金

同左

(4)返品調整引当金

同左

 (5)返品債権特別勘定

返品債権特別勘定は製品（雑

誌）の返品による貸倒損失に備

えるため、雑誌（定期刊行物）

の出版事業に係る売掛金残高に

一定期間の返品率を乗じた額を

計上しております。

(5)返品債権特別勘定

同左

(5)返品債権特別勘定

同左

 (6)役員賞与引当金　

　　　――――――

(6)役員賞与引当金　

　　――――――-

(6)役員賞与引当金　

役員の賞与の支給に備えるた

め支給見込額を計上しており

ます。

４．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金

の範囲

手許現金及び随時引き出し可能な

預金を計上しております。 同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。

(1)消費税等の会計処理

同左

(1)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日

当中間会計期間

自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日

前事業年度

自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日

 （固定資産の減価償却の方法）

　当中間会計期間から法人税法の改正に伴い、平

成19年4月1日以降取得の固定資産については、改

正法人税法に規定する償却方法により、減価償却

費を計上しております。これによる損益への影響

は軽微であります。 

 　　　　　　――――――  （固定資産の減価償却の方法）

　当事業年度から法人税法の改正に伴い、平成19

年4月1日以降取得の固定資産については、改正法

人税法に規定する償却方法により、減価償却費を

計上しております。これによる損益への影響は軽

微であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間

（平成19年６月30日）
当中間会計期間

（平成20年６月30日）
前事業年度

（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額
      133,420千円    169,153千円 152,658千円

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．営業外収益の主要項目    

 
受取利息 329千円

受取配当金  8,263千円

受取利息     506千円

受取配当金 10,148千円

受取配当金 8,571千円

※２．営業外費用の主要項目    

 為替差損 59千円 　   － 株式交付費   1,140千円

※３．特別利益の主要項目    

 
　

　

    ― 関係会社株式売却益

　

5,130千円 　

　

― 

※４．特別損失の主要項目    

 固定資産除却損   1,884千円 　 － 固定資産除却損 1,884千円

　５．減価償却実施額    

 

有形固定資産  16,174千円

無形固定資産  11,021千円

  

有形固定資産 16,494千円

無形固定資産 10,682千円

  

有形固定資産 35,413千円

無形固定資産 21,740千円

　      

（中間株主資本等変動計算書関係）

 前中間会計期間　（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 9,600 － － 9,600

合計 9,600 － － 9,600

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　

 　２．配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月22日

定時株主総会
普通株式 40,320 4,200 平成18年12月31日 平成19年３月23日

 当中間会計期間　（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 19,200 － － 19,200

合計 19,200 － － 19,200
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前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　

 　２．配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月25日

定時株主総会
普通株式 48,000 2,500 平成19年12月31日 平成20年３月26日

 前事業年度　（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 9,600 9,600 － 19,200

合計 9,600 9,600 － 19,200

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　

 　２．（1）配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月22日

定時株主総会
普通株式 40,320 4,200 平成18年12月31日 平成19年３月23日

 　　　（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資 
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月25日

定時株主総会
普通株式 48,000  　利益剰余金 2,500 平成19年12月31日 平成20年３月26日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

現金及び現金同等物の中間期末残高

は、中間貸借対照表に掲記されている

現金及び現金同等物残高と一致して

おります。

同左 　現金及び現金同等物の期末残高は、

貸借対照表に掲記されている現金及

び現金同等物残高と一致しておりま

す。             
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（リース取引関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（リース物件の所有が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引）

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両及
び運搬
具

18,338 5,537 12,800

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両及
び運搬
具

18,610 8,608 10,002

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

車両及
び運搬
具

18,338 7,368 10,969

 ２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料期末残高相当

額

 １年内      3,674千円

１年超      9,691千円

　合計     13,365千円

１年内 3,728千円

１年超  6,782千円

　合計 10,511千円

１年内 3,611千円

１年超 7,900千円

　合計 11,512千円

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息等相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息等相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息等相当額

 支払リース料  3,041千円

減価償却費相当

額
 1,756千円

支払利息等相当

額
   373千円

支払リース料 3,228千円

減価償却費相当

額
1,846千円

支払利息等相当

額
357千円

支払リース料 6,257千円

減価償却費相当

額
3,587千円

支払利息等相当

額
753千円

 ４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法に

よっている。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 ５．支払利息等相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息等相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっ

ている。

５．支払利息等相当額の算定方法

同左

５．支払利息等相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

（前中間会計期間）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

前中間会計期間末（平成19年６月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1)株式 26,523 39,073 12,551

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 － － －

合計 26,523 39,073 12,551

２．時価評価されていない有価証券

 
前中間会計期間末（平成19年６月30日）

中間貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券  

非上場株式 5,000

（当中間会計期間）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

当中間会計期間末（平成20年６月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1)株式 26,523 26,221 -301

(2)債券    

国債・地方債等    

社債    

その他    

(3)その他    

合計 26,523 26,221 -301

２．時価評価されていない有価証券

 
当中間会計期間末（平成20年６月30日）

中間貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券  

非上場株式 5,000

（前事業年度）

１．その他有価証券で時価のあるもの
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前事業年度（平成19年12月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

(1)株式 26,523 29,805 3,283

(2)債券    

国債・地方債等    

社債    

その他    

(3)その他    

合計 26,523 29,805 3,283

２．時価評価されていない有価証券

 
前事業年度（平成19年12月31日）

貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券  

非上場株式 5,000

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）、当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平

成20年６月30日）及び前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）、当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平

成20年６月30日）及び前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

関連会社につきましては、利益基準及び剰余金基準からみて重要性に乏しいため記載しておりません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 218,383.03円

１株当たり中間純利益  13,861.14円

１株当たり純資産額 113,709.68円

１株当たり中間純利益 2,104.14円

１株当たり純資産額 114,216.25円

１株当たり当期純利益 16,277.47円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。 

 

  当社は平成19年７月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行って

おります。

  なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額   104,388.86円

１株当たり当期純利益  15,099.52円

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間（当期）純利益（千円） 133,066 40,399 235,037

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
133,066 40,399 235,037

期中平均株式数（株） 9,600.00 19,200.00 14,439.45
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　当社は、平成19年５月17日開催の当

社取締役会の決議に基づき、下記のよ

うに平成19年７月1日をもって普通株

式１株を２株に分割いたしました。

　         ────── ──────

   

(1）分割により増加する株式数   

普通株式　　     9,600株   

(2）分割方法   

　平成19年６月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主の所有株式数を、

１株につき２株の割合をもって

分割する。

  

　当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間

及び前事業年度における１株当た

り情報並びに当期首に行われたと

仮定した場合の当中間会計期間に

おける１株当たり情報は、それぞれ

以下のとおりとなります。

  

前中間会計
期間

当中間会計
期間

前事業年度

１株当たり
純資産額

１株当たり
純資産額

１株当たり
純資産額

93,774.15円 109,191.52円 104,388.86円

１株当たり
中間純利益
金額

１株当たり
中間純利益
金額

１株当たり
当期純利益
金額

4,513.15円 6,930.57円 15,099.52円

 

 

（２）【その他】

 該当事項はありません。

EDINET提出書類

スターツ出版株式会社(E00736)

半期報告書

29/33



第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第25期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年3月26日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成19年９月21日  

スターツ出版株式会社    

 取締役会　　　御中  

 監査法人　日本橋事務所  

 代表社員  公認会計士 黒田　克司　　印

 業務執行社員  公認会計士 渡邉　均　　　印

 業務執行社員  公認会計士 小倉　明　　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているス

ターツ出版株式会社の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第２５期事業年度の中間会計期間（平

成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、スターツ出版株式会社の平成１９年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１

９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年５月１７日開催の取締役会決議に基づき、平成１９年７月

１日付けで株式分割を実施している。　

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

EDINET提出書類

スターツ出版株式会社(E00736)

半期報告書

32/33



独立監査人の中間監査報告書

  平成20年9月22日  

スターツ出版株式会社    

 取締役会　　　御中  

 監査法人　日本橋事務所  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邉　均　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小倉　明　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているスターツ出版株式会社の平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの第２６期事業年度の中間会計

期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、スターツ出版株式会社の平成２０年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２

０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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